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議会事務局作成


多治見市議会の個人情報の保護に関する条例を制定するについて
１　条例制定の経緯
社会全体のデジタル化に対応した「個人情報保護」と「データ流通」の両立が要請される中、デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律によって、個人情報の保護に関する法律が改正され、令和５年４月１日から、地方公共団体の個人情報保護制度について、全国的な共通ルールを改正後の個人情報の保護に関する法律（以下「新個人情報保護法」という。）で規定することとされますが、議会は、国会や裁判所と同様に、自律的な対応のもと個人情報の保護が図られることが望ましいとのことから、共通ルールの適用対象から除かれています。

現在、議会の個人情報保護については、多治見市のルールが適用されており、法改正後も、多治見市と議会の取扱いに差異が生じないようにすることが適当と考えます。

ついては、多治見市のルールに準じ、多治見市議会における個人情報に関し必要な事項を定めるため、標記条例を制定します。
２　条例制定に当たっての基本的な考え方
　(１)　条例は、新個人情報保護法との整合性を勘案し、基本的に新個人情報保護法の関係する各条文の規定に対応するよう作成します。
　(２)　議会の個人情報の対象としては、基本的には議会事務局が保有する個人情報を想定しています（各議員が取得する個人情報は想定していません）。
　(３)　機関として負うべき義務を課す場合は「議会」、個人情報保護に係る開示や訂正など具体的な手続や処分等を行う場合の権限行使の主体としては「議長」を規定しています。
　(４)　条例の実施に関し必要な事項については、議会が別に規程を定めることとします。
３　条例案のあらまし
　(１)　目的
　　　議会における個人情報の適正な取扱いに関し必要な事項を定めるとともに、議会が保有する個人情報の開示、訂正及び利用停止を求める個人の権利を明らかにすることにより、議会の事務の適正かつ円滑な運営を図りつつ、個人の権利利益を保護することを条例の目的とすることとする。

　(２)　定義
　　　条例における次に掲げる用語の定義を次のように定めることとする。
ア　個人識別符号
次のいずれかをいう。
(ア)　身体の特徴（光彩、指紋等を予定）電子計算機用に変換した符号で、特定の個人を識別することができるもの
(イ)　カード等に記載又は電子記録された符号（パスポート番号等を予定）で、特定の者を識別することができるものをいう。
イ　個人情報ファイル
　　次に掲げるものをいう。

(ア)　一定の事務目的のために、特定の保有個人情報を電子計算機で検索することができるように体系的に構成したもの（電子計算機処理に係る個人情報ファイル）
(イ)　一定の事務目的のために、氏名、生年月日等により特定の保有個人情報を容易に検索することができるように体系的に構成したもの（紙等のマニュアル処理に係る個人情報ファイル）
ウ　仮名加工情報
一定の措置を講じて他の情報と照合しない限り特定の個人を識別することができないように個人情報を加工して得られる個人に関する情報をいう。
エ　匿名加工情報
一定の措置を講じて特定の個人を識別することができないように個人情報を加工して得られる個人に関する情報で、当該個人情報を復元することができないようにしたものをいう。
　(３)　個人情報等の取扱い
　　ア　議会は、個人情報を保有するに当たっては、議会の権限に属する事務を遂行するため必要な場合に限り、かつ、その利用目的をできる限り特定しなければならないこととし、当該利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を保有してはならない等、個人情報を適正に取り扱うことを義務づけることとする。
　　イ　議長等は、保有個人情報の漏えい、滅失又は毀損の防止その他の保有個人情報の安全管理のために必要かつ適切な措置を講じなければならないこととする。
　　ウ　個人情報の取扱いに従事する職員、個人情報の取扱いの受託業務に従事している者若しくは個人情報の取扱いに従事している派遣労働者又はこれらであった者は、その業務に関して知り得た個人情報の内容をみだりに他人に知らせ、又は不当な目的に利用してはならないこととする。
　　エ　議長は、保有個人情報の漏えい、滅失、毀損等個人の権利利益を害するおそれが大きい事態が生じたときは、原則として本人にその旨を通知しなければならないこととする。
　　オ　議会は、法令に基づく場合を除き、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供してはならないこととするほか、議長が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、本人又は第三者の権利利益を侵害しない範囲で、利用目的以外の目的のために保有個人情報を自ら利用し、又は提供することができる。
　　　(ア)　本人の同意があるとき、又は本人に提供するとき。

(イ)　議会の権限に属する事務の遂行に必要な限度で内部で利用する場合で、当該利用に相当の理由があるとき。

(ウ)　市長その他の執行機関、他の地方公共団体の機関、国の機関等に提供する場合で、当該機関等による利用に相当の理由があるとき。

(エ)　その他専ら統計作成又は学術研究目的であるとき、明らかに本人の利益になるときその他特別の理由があるとき。
　　カ　議会は、法令に基づく場合を除くほか、仮名加工情報を第三者に提供してはならない等、仮名加工情報の取扱いに係る義務を規定することとする。
　　キ　議会は、匿名加工情報の取扱いに関し、法令に基づく場合を除き、当該匿名加工情報の作成に用いられた個人情報から削除された記述等若しくは個人識別符号若しくは加工方法に関する情報を取得し、又は当該匿名加工情報を他の情報と照合してはならない等、匿名加工情報の取扱いに係る義務を規定することとする。

　(４)　個人情報ファイル簿の作成及び公表
　　　議長は、議会が保有している個人情報ファイルについて、次に掲げる個人情報ファイルを除いて、その名称や利用目的などを記載した個人情報ファイル簿を作成し、公表しなければならない。
　　ア　議会の議員若しくは職員又はそれらであった者に係る人事関係個人情報ファイル

イ　専ら試験的な電子計算機処理の用に供するための個人情報ファイル

ウ　１年以内に消去することとなる個人情報ファイル

エ　資料等の物品・金銭の送付又は業務連絡のために利用する相手方の氏名、住所等を記録した個人情報ファイル

オ　職員が学術研究のために作成し、又は取得し、利用する個人情報ファイル

カ　本人の数が議会が定める数（1,000件とする予定）に満たない個人情報ファイル

　(５)　開示、訂正及び利用停止
　　ア　何人も、議長に対し、議会の保有する自己を本人とする保有個人情報の開示を請求することができることとし、議長は、開示請求に係る保有個人情報に次に掲げる情報のいずれかが含まれている場合を除き、当該保有個人情報を開示しなければならないこととする。
　　　(ア)　開示請求者の生命、健康、生活又は財産を害するおそれがある情報

(イ)　開示請求者以外の個人情報で、特定の個人を識別することができるもの又は開示することで、開示請求者以外の個人の権利利益を害するおそれがあるもの。

(ウ)　法人等に関する情報で、開示することで、当該法人等の権利、競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあるもの

(エ)　国の機関、地方公共団体等の内部又は相互間における審議、検討又は協議に関する情報で、開示することで、不当に混乱を生じさせるおそれがあるもの
(オ)　国の機関、地方公共団体等の事務・事業に関する情報で、開示することで、当該事務・事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの
　　イ　開示決定等は、開示請求があった日から14日以内にしなければならないこととし、議長は、事務処理上の困難その他正当な理由があるときは、30日以内に限り、期間を延長することができることとする。
　　ウ　開示請求に係る手数料は無料とすることとし、写しの作成及び送付に要する費用は、開示請求者の負担とすることとする。
　　エ　保有個人情報の訂正及び利用停止に係る規定を整備することとする。
　　オ　開示、訂正及び利用停止に係る決定又はこれらの請求に係る不作為について審査請求があったときは、議長は、一定の場合を除き、多治見市是正請求手続条例に規定する是正請求審査会に諮問しなければならないこととする。
　(６)　罰則
　　ア　職員、受託業務従事者若しくは派遣労働者又はこれらであった者が、正当な理由なく、個人の秘密に属する事項が記録された個人情報ファイルを提供したときは、２年以下の懲役又は100万円以下の罰金に処することとする。
　　イ　アに掲げる者が、その職務に関して知り得た保有個人情報を自己若しくは第三者の不正な利益を図る目的で提供し、又は盗用したときは、１年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処することとする。
　　ウ　職員が職権を濫用して、職務外の用に供する目的で個人の秘密に属する事項が記録された文書、図画又は電磁的記録を収集したときは、１年以下の懲役又は50万円以下の罰金に処することとする。
　　エ　偽りその他不正の手段により、保有個人情報の開示を受けた者は、５万円以下の過料に処することとする。

　(７)　施行期日
　　　令和５年４月１日
PAGE  
2

